
（備考）

（出典）「平成15年版　国民生活白書」（内閣府）

（備考）

（出典）「平成15年版　国民生活白書」（内閣府）

２６－２　予定している子どもの数が少ないのは、「子どもを育てるのにお金がかかるから」

１．内閣府「若年層の意識実態調査」(2003年）、「国民生活選好度調査」（1997年）により作成。
２．「理想よりも予定している子どもの数が少ないのはなぜですか。（○は３つまで）」という問に対する回答者の割合（複数回答）。
３．１４選択肢のうち上位５選択肢を抜粋した。
４．回答者は全国の20～34歳の男女で、2003年は435人、1997年は296人。

資料２６－１　理想も予定も減少する子ども数

１．内閣府「若年層の意識実態調査」(2003年）、「国民生活選好度調査」（1997年、1992年）により作成。
２．（１）理想の子ども数は「あなたは子どもを何人ぐらいほしいですか。あるいはほしかったですか。理想の子どもの数をお答え下さ
い。（○は１つ）」という問に対する回答者の割合。（２）予定している子ども数は「あなたが現実に予定している子どもの数を（今後子ど
もを持つ予定のない方は現在の子どもの数を）お答えください。（○は１つ）」という問に対する回答者の割合。
３．回答者は全国20～34歳の男女で、2003年は1,649人、1997年は1,146人、1992年は575人。

（１）理想の子ども数

5.1

3.1

3.8 46.1

48.2

50.0 28.4

35.7

40.7 1.0

2.0

3.6

8.2

10.6

12.5 0.4

0.4

0.2

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

１９９２年

１９９７年

２００３年

１人 ２人 ３人以上 いらない　 まだ、考えていない 無回答

（２）予定している子ども数

7.0

7.2

8.7

51.3

49.0

44.5 14.0

18.3

19.3 0.7

2.8

3.6 26.3

20.8

21.1 0.7

2.0

2.9

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

１９９２年

１９９７年

２００３年

１人 ２人 ３人以上 ０人（持つつもりはない） まだ、予定はない 無回答

55.4

19.3

9.5 9.5
13.2

60.2

11.712.013.1
17.5

0%

10%

20%

30%

40%

50%

60%

70%

子どもを育てるのにお金がかかる

育児の体力的な問題
子どもの将来が不安

教育をめぐる状況に対して不安

育児の心理的負担が大きい

１９９７年 ２００３年

（複数回答）
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資料２８－１　出産した女性が仕事をやめた理由

7.4 8.5自発的，52.0 両立困難，24.2

解雇・退職勧奨，
5.6 2.3

0% 20% 40% 60% 80% 100%

家事、育児に専念するため自発的にやめた 出産、育児と関係ない理由でやめた

仕事を続けたかったが、仕事と育児の両立の難しさでやめた 解雇された、退職勧奨された

その他 特にない

２８－２　両立が難しかった具体的な理由（複数回答）

52.8

36.0

32.8

32.8

28.8

27.2

23.2

21.6

20.0

12.0

0 10 20 30 40 50 60

自分の体力がもたなそうだった（もたなかった）

育児休業をとれそうもなかった（とれなかった）

保育園等の開所時間と勤務時間が合いそうもなかった（合わなかっ
た）

子供の病気等で度々休まざるを得ないため

保育園等に子供を預けられそうもなかった（預けられなかった）

つわりや産後の不調など妊娠・出産に伴う体調不良のため

会社に育児休業制度がなかった

育児に対する配慮や理解がない職場だった

家族がやめることを希望した

その他

（％）

注）図表２５－１の問で「仕事を続けたかったが、仕事と育児の両立の難しさでやめた」と回答した者を対象
（出典）「育児や介護と仕事の両立に関する調査」（平成15年、日本労働研究機構）

注）「出産1年前には雇用者で現在は無職」かつ「就学前の子供がいる女性」が対象
（出典）「育児や介護と仕事の両立に関する調査」（平成15年、日本労働研究機構）
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（出典）「平成１４年度女性雇用管理基本調査」（厚生労働省）　

（出典）「育児や介護と仕事の両立に関する調査（企業調査）」（平成15年、日本労働研究機構）

（出典）「育児・介護を行う労働者の生活と就業の実態等に関する調査」（平成12年、（財）女性労働協会（労働省委託調査））

資料２９－１　育児休業取得率

56.4

64.0

0.42

0.33

0 10 20 30 40 50 60 70

平成11年度

平成14年度

（％）

女性
男性

２９－２　職場で女性（男性）が育児休業を
とりやすい雰囲気（企業調査）

37.5 22.6

52.2

36.7

41.7

3.3

2.9

3.1

0% 20% 40% 60% 80% 100%

女性

男性

どちらかといえばとりやすい どちらかといえばとりにくい
どちらともいえない 無回答

２９－３　育児休業がとりにくい雰囲気がある理由
（企業調査）

16.1

26.3

41.8

31.8

74.1

73.3

10.5

14.7

0% 20% 40% 60% 80% 100%

女性

男性

経営幹部や管理職が女性（男性）の育児休業に否定的

経営状況が厳しいため

職場が忙しい・人が足りない

その他

２９－４　女性労働者が育児休業制度を利用しなかった理由（複数回答）

43.0

22.0
25.7 23.8

6.1

40.2

27.1

1.9 2.3

20.6

0.0

10.0

20.0

30.0

40.0

50.0

職
場
の
雰
囲
気

仕
事
が
忙
しか
った

仕
事
に
早
く復
帰
した
か
った

仕
事
に
戻
るの
が
難
しそ
うだ
った

昇
級
・昇
格
等
が
遅
れ
そ
うだ
った

収
入
減
とな
り、
経
済
的
に
苦
しく
なる

保
育
所
等
に
預
け
るこ
とが
で
きた

制
度
を利
用
す
る資
格
が
な
か
った

配
偶
者
が
育
児
休
業
制
度
を利
用
した そ

の
他

（％）
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（出典）「子育てに関する意識調査」（平成12年、（財）こども未来財団）

（出典）「子育て支援策等に関する調査研究」（㈱UFJ総合研究所、平成15年3月厚生労働省委託調査）

資料３０－１　男性は育児休業を取得すべきか（子育て層）

（女性）

29.2

35.1

25.3

27.7

25.0

27.1

35.1

40.9

38.4

25.0

33.3

26.0

29.2

28.6

39.6

10.4

3.8

4.5

5.4

10.4

0% 20% 40% 60% 80% 100%

29歳以下

30～34歳

35～39歳

40～44歳

45歳以上

非常にそう思う ややそう思う

あまりそう思わない 全くそう思わない

（男性）

10.0

29.2

23.7

5.6

19.6

30.0

35.4

27.2

43.3

30.9

55.0

25.0

36.8

43.3

37.1

5.0

10.4

12.3

7.8

12.4

0% 20% 40% 60% 80% 100%

29歳以下

30～34歳

35～39歳

40～44歳

45歳以上

３０－２　育児休業を取得しない理由（父親、複数回答）
46.1

35.6

23.1 20.8

13.9 13.2
10.1

7.1 6.9
3.1 0.8

0

10

20

30

40

50

配
偶
者
等
の
協
力
で

、
必
要
な

か
っ
た

仕
事
が
忙
し
く

、
同
僚
に
迷
惑
が

か
か
る

取
得
し
に
く
い
雰
囲
気
が
職
場
に

あ

っ
た

職
場
に
制
度
が
な
か
っ
た
の
で
取

り
に
く
い

勤
務
評
価
に
影
響
す
る

取
得
す
る
と
収
入
が
減
る

取
得
し
た
い
と
思
わ
な
か
っ
た

配
偶
者
等
が
取
得
し
た
た
め

、
必

要
な
か
っ
た

制
度
を
知
ら
な
か
っ
た

そ
の
他

無
回
答

（％）
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（出典）「子育て支援策等に関する調査研究」（㈱ＵＦＪ総合研究所、平成15年3月厚生労働省委託調査）

（出典）「子育て支援策等に関する調査研究」（㈱ＵＦＪ総合研究所、平成15年3月厚生労働省委託調査）

（出典）「子育て支援策等に関する調査研究」（㈱ＵＦＪ総合研究所、平成15年3月厚生労働省委託調査）

資料３２－１　子育て優先度の希望と現実

10.3

12.5

4.2

19.8

52.7

9.9

5.5

51.6

25.9

58.6

12.4

7.3

17.7

43.4

9.2

37.7
0.8

15.9
1.4

0.4

0.2

0.3

1.2

1.0

0% 20% 40% 60% 80% 100%

父親・希望

父親・現実

母親・希望

母親・現実

仕事等自分の活動に専念 どちらかと言えば仕事等が優先

仕事等と家事・育児を同等に重視 どちらかと言えば家事・育児が優先

家事や育児に専念 無回答

仕事優先

家事・育児専念家事・育児優先

３２－２　第一子が生まれたときの働き方の父親の働き方の変化
（複数回答）

56.0

29.0

4.2

56.7

7.5 6.8 5.1 4.9 6.0
2.2 0.3

10.1

58.0

6.5
12.9

19.3

3.2 3.7 5.3 3.5 6.1
1.5 0.3

20.3

0.0

10.0

20.0

30.0

40.0

50.0

60.0

こ
れ
ま
で
と
変
わ
ら
な
い
働

き
方
を
す
る

労
働
時
間
を
減
ら
す

労
働
時
間
を
増
や
す

収
入
を
増
や
す

勤
務
時
間
を
シ
フ
ト
す
る

出
勤
日
を
変
え
る

勤
務
地
を
変
え
る

フ
レ
ッ
ク
ス
タ
イ
ム
を
利
用

す
る

転
職
す
る

仕
事
を
辞
め
る

元
々
仕
事
は
し
て
い
な
か
っ

た

無
回
答

（％）

希望
現実

３２－３　子どもと過ごす時間（平日）（働いている父親・働いている母親）

1時間台, 24.9%

それ以上, 42.7%

0時間台, 38.9%

0時間台
1.1%

1時間台
3.0%

2時間台
17.3%

2時間台
3.5%

3時間台
 10.0%

3時間台
9.6%

4時間台
 11.6%

4時間台
 4.3%

5時間台
 15.3%

5時間台
2.1%

それ以上
1.5%

無回答
13.3%

無回答
1.0%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

父親

母親
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資料３９－１  女性のパートタイム労働者が非正社員を希望した動機
　　　　　（％）

育児・家事・介護
がなかったら正社
員を希望したもの

24歳以下 33.2 15.8 49.2 18.6

25～29歳 49.6 28.6 31.0 19.5

30～34歳 68.1 55.6 24.7 7.1

35～39歳 68.5 47.5 21.3 10.1

40～44歳 71.8 49.7 19.7 8.5

45～49歳 65.2 34.1 25.8 9.1

50～59歳 56.4 35.1 31.1 12.5

60歳以上 25.9 57.1 37.0 37.0

年齢計 61.6 42.2 26.8 11.6

（出典）「パートタイム労働者総合実態調査」（平成13年　厚生労働省）

資料出所：21世紀職業財団「多様な就労形態のあり方に関する調査」（平成13年）
注）　女性のパートタイム労働者は厚生労働省雇用均等政策課で再集計

自ら進んで非正社員になった 正社員として働
きたかったが、
希望にあう勤務
先がなく、やむ
を得ず非正社員
になった

どっちでもよ
かった

３９－２　パート労働者の今後の就業継続希望

62.9

47.8

67.6

15.6

22.6

13.4

5.6

17.7

23.2

16.0

2.3

1.3

1.4

0.7

1.6

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

パート計

男性

女性

パート等で仕事を続けたい 正社員になりたい 自営業等を始めたい 仕事を辞めたい わからない

（女性、25～44歳）

46.4

60.9

67.2

68.1

23.2

18.0

15.4

14.9

26.1

18.3

15.1

13.7
2.3

2.5

1.9

1.2

0.8

1.7

1.0

1.2

0% 20% 40% 60% 80% 100%

25～29歳

30～34歳

35～39歳

40～44歳

パート等で仕事を続けたい 正社員になりたい 自営業等を始めたい 仕事を辞めたい わからない
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資料４１　完全失業者の仕事につけない理由

（出典）「労働力調査」（平成14年、総務省）

（男性）

0%

20%

40%

60%

80%

100%

男
性
総
数

15
～
24
歳

25
～
34
歳

35
～
44
歳

45
～
54
歳

55
～
64
歳

その他

条件にこだわら
ないが仕事がな
い

希望する種類・
内容の仕事がな
い

自分の技術や技
能が求人要件に
満たない

求人の年齢と自
分の年齢とがあ
わない

勤務時間・休日
が希望とあわな
い

賃金・給料が希
望とあわない

（女性）

0%

20%

40%

60%

80%

100%

女
性
総
数

15
～
24
歳

25
～
34
歳

35
～
44
歳

45
～
54
歳

55
～
64
歳
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（出典）「雇用管理調査」（平成13年　厚生労働省）

（出典）「雇用管理調査」（平成13年　厚生労働省）

（出典）「雇用管理調査」（平成13年　厚生労働省）

資料４２－１　全採用者に占める中途採用者の割合（規模別）

33.3

39.1

36.8

34.2

28.6

34.8

15.9

28.2

21.6

17

14

16.2

6.3

14.4

10.3

11.8

8.8

4.6

8.2

7.7

8.8

10.2

10.7

7.1

7

3.2

8.5

7.4

10

5.9

6.6

3.9

6.9

7.6

6.9

6.3

22.7

3.5

7.1

11.9

20.9

25.1

0% 20% 40% 60% 80% 100%

総計

5,000人以上

1,000 ～ 4,999人

300 ～ 999人

100 ～ 299人

30 ～ 99人

10%未満 10%以上
30%未満

30%以上
50%未満

50%以上
70%未満

70%以上
90%未満

90%以上 100%

４２－３　中途採用者の採用理由

0

20

40

60

80

既
存
の
事
業
拡
大
の
た
め

新
規
事
業

・
新
規
分
野
進

出
の
た
め

多
様
な
経
験
者
の
活
用
で

組
織
の
活
性
化
を
図
る
た

め

親
会
社

・
関
連
会
社
か
ら

の
要
請
の
た
め

退
職
者
の
補
充
の
た
め

新
規
学
卒
の
採
用
不
足
の

補
充

人
員
構
成
の
ゆ
が
み
を
直

す
た
め

即
戦
力
と
し
て
活
用
す
る

た
め

そ
の
他

無
回
答

（％） 管理職調査産業計 事務職調査産業計 技術・研究職調査産業計 現業職調査産業計

４２－２　新規学卒者・中途採用者の採用割合についての考え方

14.6

25.1

15.1
10.1

35.1

0

10

20

30

40

現
在
よ
り
新
規
学
校
卒

業
者
の
採
用
割
合
が
高

く
な
る

現
在
よ
り
中
途
採
用
者

の
採
用
割
合
が
高
く
な

る

新
規
学
校
卒
業
者
と
中

途
採
用
者
の
採
用
割
合

は
ほ
ぼ
同
じ

そ
の
他

未
定

（％）
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資料：総務省「就業構造基本調査」（1997年）再編加工

（出典）「平成13年度中小企業白書」

資料：中小企業庁「創業環境に関する実態調査」（2001年12月）

（注）創業前の職業に回答した者のうち、性別にも回答した者の内訳を示している。

（出典）「平成13年度中小企業白書」

資料４４－１　創業者の開業時年齢

25.0

22.8

27.9

24.8

21.8

28.6

22.1

23.8

20.0

14.2

15.6

12.5

13.8

16.0

11.0

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体

男性

女性

29歳以下 30代 40代 50代 60歳以上

４４－２　創業者の開業直前の職業（創業者の性別）

51.5

51.8

41.1

31.6

32.0

16.9

11.6

11.3

19.4 4.0 8.9

4.0

3.2 2.4

2.6

2.6

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

全体

男性

女性

会社員 会社役員 会社経営（自営業主等）
家業手伝い 公務員等 派遣社員・パート等
主婦等 その他
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資料４５　離婚件数及び離婚率の推移

0.0

5.0

10.0

15.0

20.0

25.0

30.0

1947 51 55 59 63 67 71 75 79 83 87 91 95 99
0.0

0.4

0.8

1.2

1.6

2.0
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資料４６　母子世帯数、父子世帯数

（出典）「国勢調査報告」（総務省）

母子世帯数

父子世帯数

未婚
5%

離別
77%

死別
18%

１９９５年
　529,631
　世帯

未婚
6%

離別
81%

死別
13%

２０００年
　625,904
　世帯

離別
69%

未婚
1%

死別
30%

１９９５年
　88,081
　世帯

離別
72%

未婚
1%

死別
27%

２０００年
　87,373
　世帯
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資料４７－１　母子世帯の所得の状況

母子世帯 全世帯
 １世帯あたり平均所得金額（万円） 252.8 616.9
 世帯人員１人あたり平 均所得金額（万円） 93.6 212.1
 中　央　値　（万円） 199 500
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(％） 母子世帯の所得金額階級別世帯数の相対度数

78.8

5.9

1.9

7.2

6.3

年金以外の社会保障給付金
18.3万円

財産所得4.7万円

公的年金・恩給　14.8万円

仕送り・個人年金・そ
の他の所得15.8万円

稼働所得
199.1万円

母子世帯
１世帯当たり
平均所得金
額252.8万円
（100％）

(出典）「平成13年　国民生活基礎調査」（厚生労働省）

(出典）「平成13年　国民生活基礎調査」（厚生労働省）
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資料４８－１　父子世帯の父の状況

【就業形態】 【就業者の勤労年収・就業時間】
（1998年全国母子世帯等調査再集計） （1997年就業構造基本調査再集計）

父子世帯に
なる前 現在

就業 95.9% 89.4% 独立 同居
常用労働者 75.1% 67.3% 勤労年収 480．3万円 446．8万円 588．1万円
臨時・パート 2.9% 6.1% 週あたり就業時間 100.0% 100.0% 100.0%
自営業主 13.9% 12.2% 34時間未満 2.8% 2.5% 1.5%
その他 4.1% 3.7% 35～42時間 31.5% 30.5% 29.8%
不就業 1.6% 9.0% 43時間以上 56.2% 66.9% 68.6%
ＮＡ 2.4% 1.6% ＮＡ 9.5% 0.1% 0.1%

注）「独立」：配偶者のいない男性とその子どものみで構成している父子のみ世帯

「同居」：子の祖父母など他の世帯員を含む父子世帯

（出典）「母子世帯の母への就業支援に関する研究」（2003年8月、日本労働研究機構）

４８－２　困っていること（平成10年全国母子世帯等調査（厚生労働省）再集計）

母子
住居 家計 家事 健康 その他 特にない 不詳

全体 13.8 28.3 1.4 9.4 5.1 21.7 3.7
独立世帯 14.1 29.0 1.8 9.1 5.1 20.7 3.7
同居世帯 12.4 28.4 0.5 9.1 5.1 24.6 1.8
不詳 17.4 17.4 14.5 4.3 20.3 15.9

父子
住居 家計 家事 健康 その他 特にない 不詳

全体 8.6 13.5 23.3 10.6 4.5 27.3 4.5
独立世帯 12.1 16.4 26.7 11.2 4.3 19.8 3.4
同居世帯 6.2 12.4 20.4 8.8 3.5 35.4 2.7
不詳 18.75 18.8 12.5 25.0 25.0
注）「独立」「同居」については図表42－1の注と同じ

（出典）「母子世帯の母への就業支援に関する研究」（2003年8月、日本労働研究機構）

7.8
6.0
10.6

16.5
18.2
10.1

仕事

父子世帯の父 ふたり親世
帯の父

仕事
16.7

４７－２　特定世帯の生活意識別世帯数の構成割合

20.2
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18.1

31.2

40.2

28.4
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43.7

17.6
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2.9
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0.5

0.2

0.4

0.3

0.4

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全世帯

母子世帯

高齢者世帯

児童のいる世帯

65歳以上の者のいる世帯

大変苦しい やや苦しい 普通 ややゆとりがある 大変ゆとりがある

（出典）「平成13年　国民生活基礎調査」（厚生労働省）
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資料４９－１　男女別離職者数

（出典）「平成14年就業構造基本調査」（総務省）

４９－２　主な離職理由別離職者数

（出典）「平成14年就業構造基本調査」（総務省）
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資料５０－１　高齢者の就業実態

（出典）「平成12年高年齢者就業実態調査」（厚生労働省）

就業者の就業理由
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家族の健康上の理由 趣味、社会活動に専念したいから
家事等に専念したいから その他
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資料５０－２　定年退職

（出典）「平成12年高年齢者就業実態調査」（厚生労働省）

55歳当時雇われていた者の割合
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